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1. ソーシャルアントレプレナーが集う場づくり支援事業

　本事業では、全国のソーシャルアントレプレナー（認定 NPO 法人 Cloud 
JAPAN では「誰かのために何かをする喜びを楽しんでいる人たち」と定義す
る）が地域貢献する上での活動を支援している。
　2023 年度は新型コロナウイルスの影響も落ち着きつつあり，実際に全国
に足を運び支援することができた。能登半島沖の復興支援に向けた取り組み
などこれまでの知見を生かした活動の展開もできてきている。
　また，活動拠点のある宮城県気仙沼市における社会課題解決にフォーカス
をあて、コロナ禍が落ち着くまでに集中的に支援を行った 3 カ年計画の最終
年度として、新たな課題解決モデルの提案を完遂した。
　研究事業では、本年度もジャーナル論文公開など、一定の成果を上げるこ
とができたと考えている。今後も実践研究からビジョン達成に向けた歩みを
着実に進めていく。
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1.1 気仙沼子育てコレクティブインパクトプラットフォーム ” コソダテノミ
カタ ”

1.1.1 活動背景
　震災前、気仙沼市は官民保育施設や児童館も多くあり待機児童数は0人だっ
た。気仙沼市及び近隣被災地は三世代世帯が多く、地域コミュニティにより
助け合いながら子育てができるまちであった。幼少期の子どもたちは自然や
公園など遊ぶ場所が豊富にあり、親同士、子ども同士のコミュニティも密に
あった。
　震災の直接的な被災状況として、保育関連施設 30 施設中 7 施設が津波に
よる被害を受けた。その後、復興の過程において、住居流失を起因とする世
帯分離・核家族化の進行、住宅再建資金確保のための共働き増加、復興特需
によって職業選択の自由度が高まったことによる母親の就労機会の増加（女
性の社会進出）、子守りを任せられていた祖父母も定年延長等が発生した。

1.1.2 課題設定
●震災後希薄になった子育て・子育ちコミュニティの再生
震災後の祖父母世帯の減少 (40~70 代犠牲率 65.3%)
地域コミュニティの変化 ( 定住期間 5 年未満の世帯震災前 14.1% →震災後 
28.2%)
●産みにくい、育ちにくい市内の環境改善
合計特殊出生率の低下 (2011 年 1.49 → 2019 年 1.16)
●夫婦の子どもの産む数の減少 ( 子どもがいない又は 1 人の夫婦が 75.9%。
県内でワースト 3 番目 )

1.1.3 昨年度末の協働団体と体制

各団体から令和 6 年 5 月 9 日時点で 43 名が参加

主要な連携団体・個人として、市内児童館 5 箇所及び支援センター２箇所 ,
唐桑保育所 , かやのみ保育所 , 内の脇保育所，人口減少対策統括官 , 健康増進
課 , 産業部産業戦略課 , 震災復興企画課 , 秘書広報課，慶應義塾大学井庭崇
研究会 , 市内外各企業・団体・店舗 ( 気仙沼市青年会議所 , イオン東北 ( 株 )
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イオン気仙沼店 , さんかく , ネットワークオレンジ ,vif nail, 鍼灸サロン YOH, 
EASEBELLE, みやぎ生協 , ファミリー歯科 ,HappySmile ヨガ , 自然卵のクレー
プ , いずみぱん , Harrys Junction, サンスマイル , 舞根キッチン ,cheers, 喫茶
ぼん , 紫神社前商店街 , かもめ通り商店街 )，三陸新報社がある。

1.1.4 昨年度の活動内容
1.1.4.1. 政策提言

【量的実施結果】
新たに「第二子無償化の一時預かりへの拡大」「母子手帳の気仙沼独自デザ
イン」「４ヶ月健診後の情報提供への民間参入」など提言した内容が政策立
案された。

【質的実施結果】
既に左記の重要な政策が形成され、かつ、今後もみらい人口会議からのアウ
トプットに市内の子育て環境改善に資する施策が公開される予定。

1.1.4.2. 子育て団体連携企画
【量的実施結果】
・一時預かり事業 1,101 名
・屋外活用事業 合計 1,247 組
　森のおさんぽ会 821 人
　プレーパーク気仙沼 426 人
・助産院事業 189 名
・コミュニティ形成事業 1,380 組
・カフェ事業：999 組
・森のようちえん事業：545 組
【質的実施結果】
助産院事業、カフェ事業については毎月安定して新規の利用があり、近隣地
域からの利用も多かった。森のようちえん事業については上半期に比べると
各月の利用者は約 2 倍となっており今後も引き続き利用者が増えていくと思
われる。

1.1.4.3. 連携プロジェクトに関する活動実施
【量的実施結果】
・10/9「けせんぬま子育て応援フェスタ」開催 700 人来場
・連携企画開催：29 回 162 組
【質的実施結果】
10/9 にプレパパママ ( 妊婦 ) も対象に「子育て応援フェスタ」を開催。雨天
にも関わらず 700 人以上の来場があった。また同時開催の「妊産婦スタンプ
ラリー」では合計 57 人 ( 妊婦 30 人 , 産婦 10 人 , 夫 17 人 ) の参加があり、
多くの妊産婦が子育て支援に繋がれるきっかけとなった。

1.1.4.4. 子育て団体の持続支援
【量的実施結果】
・子ども・子育て支援交付金（令和５年度）
一般社団法人モリノネ約 569 万円 ( 見込み )
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・令和 6 年度子育て支援市民交流ワーキング運営業務委託 ( 令和 6 年度 4 月
より )
　一般社団法人コソダテノミカタ　1,253 万円

【質的実施結果】
モリノネが一時預かり事業で子ども・子育て支援交付金を受託。
一般社団法人コソダテノミカタが令和 6 年度より子育て支援市民交流ワーキ
ング運営業務を受託予定。

1.1.4.5. 個別伴走支援の実施
【量的実施結果】
・令和 5 年 3 月 一般社団法人コソダテノミカタを設立。
・コソダテノミカタメンバーによる新規チャレンジ
川村：子ども向けお菓子教室の開催 1 回
阿部：家族写真撮影イベント開催　3 回

【質的実施結果】
・事務局法人として一般社団法人コソダテノミカタを設立。また気仙沼市か
らの事業受託に向けても子ども家庭課と連携を進め、令和 6 年度の受託が決
定。昨年度をもって弊法人（認定 NPO 法人 Cloud JAPAN）による事務局業
務を移行する。
・任意団体については団体設立は無かったもののママメンバーから新たな
チャレンジが生まれた。

1.1.4.6. 知見の共有
【量的実施結果】
・論文掲載
地域デザイン学会に査読つき研究ノートとして掲載
・メディア掲載
新聞：三陸新報 13 回
テレビ：K-net 出演 2 回

【質的実施結果】
得られた知見が学会に発表され、MINATO による子育て世代向け移住支援プ
ログラムが開始されたので上の評価とする。

1.1.4.7. 保育士人材獲得
【量的実施結果】
・保育士版ふるさとワーホリ参加者 14 名 ( うち移住者２名 )
・市内保育資格取得支援　令和 6 年度受験希望者 4 名
・潜在保育士さんとのお話し会開催１回 7 名参加
・現役保育士さんとのお話し会開催 1 回 14 名参加
・市内全保育士対象アンケート調査予定
【質的実施結果】
・保育人材確保を目的に保育士版ふるさとワーホリと連携。参加者受け入れ
を行い２名が移住した。
・今年度は保育士試験を受けた者はいなかったが引き続き受験希望者の取得
支援も進めていく。
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・保育環境の処遇改善に向けては市内の潜在・現役保育士との意見交換会を
実施した。また保育士一人一人の詳細な声を集めるためにアンケート調査を
実施予定。アンケート内容の検討を行った。( 令和 6 年度実施予定 )

以上、受益者数合計：（11,343）名
内訳…未就学児（5,128）名　　年長〜小学生（1,748）名　 子育てママ・
パパ　（4,393 名）　行政職員（74）名

1.1.5 受益者からの声
●活動報告会参加者アンケートより
・6 月に 2 人目を出産予定で、また新しい家族の形になって子育てをしてい
く不安もありますが、気仙沼市の子育てをよくしていこう！と、まち全体で
こんなに想ってくれてる方々がいると思えるだけで、このまちで子育てして
いくことへの希望を感じました。 コソダテノミカタさんの活動で救われてい
る、私のようなママ達が沢山いると思います。
・SNS での情報発信もそうだし、フェスのような大きなイベントもそうだし、
私達の手元に届きやすいようにちゃんと寄り添おうとしてくれて、安心感を
もって接してくれる姿がすごく伝わってます。
●保育ワーホリ参加者受け入れの保育施設の所長先生より
・ワーホリの方が来てくれて助けて頂き、忙しい時間帯なので助かった。人
手があり普段できない遊びができて現場の先生からも「今日楽しかった」「今
日良かった」などの声が聞かれました。
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1.2 建築ストック活用の民衆化を目指した支援の研究
　本年度は、以下の通り、ジャーナル論文や学会に研究成果を発表すること
に重点を置いた。

1.2.1 創造的なプロセスの理論研究
研究結果を以下の通り投稿した。報告書作成時点において公開されていない
ため詳細は控えさせて頂く。

【タイトル】
多様な主体の参画による子育て拠点の創造プロセス 

【著者】
田中 惇敏、鵜飼修

【投稿先学会】
都市住宅学会、123 号

1.2.2 関係人口創出に関する研究
気仙沼市のふるさとワーキングホリデーの参加者を対象に、再訪する関係人
口を半構造化インタビューをもとに SCAT 分析にて理論化した。その上で、
アクションリサーチとして取りまとめて学会発表した。

【タイトル】
再訪型関係人口創出に向けたアクションリサーチ
- 宮城県気仙沼市におけるふるさとワーキングホリデー事業 -

【著者】
田中　惇敏・西村 歩・木原 葵・赤坂 勇磨・建石 大貴・井庭 崇

【発表学会】
日本都市計画学会　2023 年度東北支部発表研究会
2024 年 3 月 10 日＠東北大学災害科学国際研究所

1.2.2.1．背景と目的
1.2.2.1-1. 研究の背景
　近年、我が国では地域再生の担い手として地方の外から貢献する「関係人
口」の重要性が主張されている。関係人口としての関わりの深さは、活動内
容や訪問の有無などによって定義されてきており、中央省庁や地方自治体に
おいても関係人口創出の取り組みに対する議論が活発に行われている 1)。総
務省は、関係人口創出事業として「都市部の人たちなどが一定期間地方に滞
在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学びの場などを通じて地
域での暮らしを体感する」制度 2) である「ふるさとワーキングホリデー事業」

（以下「ふるさとワーホリ」）を 2017 年から開始した。参加者の滞在期間は
凡そ 2 週間～ 1 か月程度であり、その地域の就労先で働くことによって実際
に労賃を得ることができるほか、休日は地域内での学習、まちのイベントへ
の参加、地域内でのレジャーなど自由に休暇を過ごしていくことによって、
実際に地域で「暮らす」とはどういうことかを体験することができる。
　髙濱ら 3) によれば、ふるさとワーホリは、2009 年から開始された「地域
おこし協力隊」制度において、参加者に住民票を移すことを課すことが高い
ハードルになっていたことから、より短期間かつ試行的に地域での暮らしを
体験できる制度として新たに制度設計されたという背景がある。その結果、

SCAT とは
Steps for Coding and Theorization
の略でスキャットと読む。
インタビューなどによって得られた
データにコードを付け（コーディン
グ）、そのコードをもとに理論化を
行う質的調査データなどの分析手法
の 1 つ。
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短期間での地域体験をコンテンツとすることで、参加ターゲット層のうちに
大学生層も加わり、長期休暇期間中にふるさとワーホリを活用して地域に足
を運ぶ学生も見られるようになった。
1.2.2.1-2. 研究の目的
　総務省の萩原良智 4）は、ふるさとワーホリの目的を「長期的な『定住人
口』でも短期的な『交流人口』でもない、地域や地域の人々と多様に関わる
者である『関係人口』となることで、中長期的に将来の移住・定住につなげ
るための取組」と位置づけている。なおこの記述における「関係人口」とは
非訪問系よりも訪問系であることが想定され、幾度となく足を運ぶことで住
民と顔なじみになるほどに交流し、地域活動に積極的に交流するような層で
あることが想定される。そこで本研究では、ふるさとワーホリが短期的目標
とすべき「関係人口」の指標の一つとして「ふるさとワーホリ修了後に、再
度その地域に足を運んだ層」を設定した。この層を本稿では「再訪型関係人口」
と呼称する。再訪型関係人口は一度ふるさとワーホリへの参加後に、自身で
再訪した者であるため、地域への繋がりや関心が一層強い層であると想定さ
れる。
　実際にふるさとワーホリ参加後の参加者は再訪の意向は高いことはアン
ケートより明らかであるが、日常の時間的影響や交通費や宿泊費等の金銭的
条件が影響するからか、なかなか実際に再訪に至る者は絞られている。その
中で再訪行動に至った参加者は、ふるさとワーホリ期間中にどのような空間
体験が得られたのか、また、ふるさとワーホリ先の地域に対して如何なる内
的な心情の変化が発生したのかに関しては実務的にも既往研究においても十
分に調査されていない。ふるさとワーホリに関する先行研究は髙濱ら 3) の
ように「コーディネーター」の役割に着目した研究が存在するものの、参加
者の体験価値に着目した研究自体も見られておらず、萌芽的な研究領域であ
ると位置づけられよう。よって本研究では、ふるさとワーホリ事業における
再訪型関係人口創出の要因を抽出して体系化した上で、既存ストック活用を
通して再訪行動をおこす地域体験を提供したことによる効果を評価すること
を目的とする。

21.2.2．活動の概要
　本稿では、昨年度のふるさとワーホリ実施自治体の中で最も多く参加者を
受け入れていた「気仙沼市ふるさとワーキングホリデー事業」を対象とする。
宮城県気仙沼市では 2021 年度より認定 NPO 法人 Cloud JAPAN が事業を受
諾して開始し、2021 年 7 月から 2024 年 1 月末まで 232 名が 7 ～ 30 泊に
わたる地域生活を送った。就労の内容は農業から漁業、加工場での体験など
多様で過去 25 企業が就労先として参画した。また参加者は、気仙沼市内に
あるゲストハウス・シェアハウス・旅館にて他のふるさとワーホリ参加者に
加えてスタッフ、地域住民らと共同生活を行っている。休日も他の参加者と
共にレジャーや地域での学習などに取り組んでいることも多く、就労先や時
期、参加期間、他参加者等によって人それぞれの体験をする。
　長島 5) は、アクションに科学的・学術的なリサーチを組み込み、コミュ
ニティの継続的な発展を促進させることを目指すコミュニティ・アクション
リサーチのプロセスとして、「①特定コミュニティの課題の発見と分析」「②
方策の計画と体制づくり」「③解決策の実行」「④実行の過程と結果の評価」
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を往来しながら活動を進め、総じて様々な側面から波及要件を導き出すとし
ている。本研究の活動では、①気仙沼における再訪型関係人口創出の課題の
分析として SCAT、②導き出された理論記述の事業への導入方法の検討、③
事業運営スタッフによる理論記述の実装、④ソフト面での導入の成果把握、
①ハード的側面の整備不良による未実装の理論記述の特定、②既存ストック
活用の計画、③改修・新たな滞在先としての活用の2サイクルを循環しており、
本発表は 2 サイクル目の④に位置付けられる。

1.2.2.3．再訪型関係人口創出に寄与する要因分析
　まず 2022 年 6 月に 2021 年度（2022 年 3 月末まで）の再訪型関係人口
10 名に調査依頼を申請した。そのうち調査の許諾を受けることができた 8
名（A~H）を対象とし、2022 年 6 月から 8 月までの間にインタビューを行っ
た。インタビュアーは気仙沼市ふるさとワーホリのコーディネーターを務め
た第一著者、第三著者で構成されており、就労先への送迎や食事の手配、就
労にかかわる悩みの相談にも関わっているため、調査対象者との深い関係性
( ラポール ) が築かれており、心理的安全性が確保されているといえる。
　本研究では以下 7 つの質問項目を用意し、調査対象者に一問一答形式で解
答していただいた。また解答内容について補足的説明を要する場合や、イン
タビュアーによって掘り下げが期待されると判断された場合は、関連質問を
行っているため「半構造化インタビュー」に準拠しているといえる。
①ふるさとワーホリの情報を見つける前のあなたはどのような状況（状態）
でしたか
②なぜふるさとワーホリに参加することを決めたのですか
③ふるさとワーホリ期間中を思い出してどのような経験が心に残っています
か
④ふるさとワーホリの経験をどのように捉え直していますか
⑤ふるさとワーホリ参加後、あなたにとって気仙沼はどういう場所として位
置づけていますか
⑥なぜ再び気仙沼に足を運ぼうと考えたのですか
⑦再び訪れてあなたの中で気仙沼に対する心境の変化はありましたか
　次に、前述の第一・三著者並びにふるさとワーホリ参加者としてインタビュ
イーと気仙沼で交流していた第二著者が、2022 年 7 月から 2023 年 3 月の
期間に発話データを大谷 6）が体系化した SCAT を用いて質的データ分析を
行った。SCAT は少数の質的データの文言解釈を加えながら、一般性の高い
理論を形成することを目的とした質的研究法として知られている。本事例の
場合は調査母数が限定され、理論的飽和に至れるほどに膨大な質的データが
取得されるとは想定されなかったため、大谷 7) によると調査対象者が少数
でも理論形成が行われうる SCAT を用いることが適切と判断した。
　その結果、再訪型関係人口の創出に寄与するとして導出された理論記述は
58 点あり、そのうち滞在先の空間体験に関する理論記述は 9 点あった（表
-1）。なお、今回の調査対象者の滞在先は、「気仙沼ゲストハウス “ 架け橋 ”」（以
下「架け橋」）もしくは「子育てシェアスペース Omusubi」（以下「Omusubi」）
である。真野ら 8）によると、架け橋は、震災ボランティアらによって民家
を改修することで 2014 年に設立された住民と宿泊客の交流をコンセプトに
したゲストハウス（旅館業法上の簡易宿所、13 床）であり、宿泊機能だけ
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でなく、気仙沼市内の観光ガイド、東日本大震災を経験した運営スタッフに
よる語り部、宿泊客に対する地元食材の提供等を行っている。立山ら 9) は、
架け橋はコミュニティに内在する住民力や包摂力によそ者が気づき引き出す
ことによってソーシャル・キャピタルを醸成しているコミュニティエンパワ
メントの実践であるとしている。Omusubi は、2 階建ての母屋に「女性専用
シェアハウス」「リラックスルーム」機能、1 階建ての離れに「一時預かり専
門託児所」機能を併設し、庭部分は託児所の子どもの遊び場とシェアハウス
住民の交流する場として共有するプランニングがなされている。土井ら 10)
は、Omusubi は、子育て中のお母さんの自由な時間を作ったり、若い女性の
子どもと関わる場を生み出すとし、「場所の使用者にターゲットを定め、チャ
レンジの土壌の役割を持つ場所」と定義している。

1.2.2.4．滞在先となるストック活用への応用
　本研究では、架け橋に隣接する空き家（元所有者：宮城県気仙沼市在住の
60 代女性、竣工日：1971 年 8 月、種類：居宅、構造：木造亜鉛メッキ鋼板
瓦棒葺 2 階建、宅地面積：324m2、建築面積：104m2）を 2023 年 3 月 15
日に購入し、同 6 月 16 日まで Cloud JAPAN スタッフによるセルフリノベー
ションを行い、ワーホリ参加者専用の滞在先「ペアハウスおらい」（以下「お
らい」）をつくった（図 -1）。基本設計を行うにあたり、前項で導出した理論
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記述を参考にし、ゲストハウスとシェアハウス双方の再訪型関係人口創出に
寄与する機能を統合する検討を行った。
　まずリビング空間の設計に活用した理論記述 B3 に触れる。西川ら 11）は、
教育現場における大学生のアサーション・トレーニングの実践の中で、全般
的なコミュニケーション場面での安心感 ･ 信頼感では、「他者を信頼する感覚」

「他者から信頼される感覚」がアサーションの心理面に影響しており、特に
普段のコミュニケーションにおいては他者から「受け入れられる感覚」や「認
められる感覚」を得られている者は、他者を尊重する意識や自己表現するこ
とへの肯定感を持ち合わせている可能性があることを報告している。再訪型
関係人口となった参加者は他の参加者と架け橋で長時間を過ごした。西川ら
11）が教育現場の事例で報告した他者から「受け入れられる感覚」や「認め
られる感覚」を得ることで、他者を尊重する意識や自己表現することへの肯
定的な意識を持つアサーティブな相互の信頼関係が育まれているといえる。
このような対話の場をつくるために、掘りごたつと和室だったリビング（写
真 -1）の天井を抜き、間接照明を中心とした照明設計を行い、畳を外し、掘
りごたつの掘り部分を埋めフローリング張りにした（写真 -2）。
　ふるさとワーホリ参加者は、様々な職業や背景を持つ市民が出入りする
Omusubi の中にあるシェアハウスで日常を過ごした。シェアハウスの主たる
居住者は、日頃から気仙沼で生活や仕事、学業など生活をしている市民であ
り、シェアハウスの中の空間にも住民の生活感が溢れている。このことで、
理論番号 G2 の通り、参加者自らも早期に自分の家のようにリラックスでき
る効果があった。参加者は早期に心的緊張が緩和されることで、自然体で滞
在先常駐スタッフと話すことができるようになる。このような空間を実現す
るため、常駐スタッフの生活と参加者の生活を適度に分ける空間配置・躯体
等の設置を行った。
具体的には、常駐スタッフ生活のための 2 階の整備、参加者生活用の男女別
ドミトリーの整備、トイレ・更衣室の別入口の設置などである。
　最後に、再訪型関係人口を創出する上でのスタッフの立ち振る舞いのしや
すさと空間の関係について述べる。共同生活が馴染んでくると、自分を他者
に共有し、他者も共有してくれる共受容体験が生まれている。参加者 A の「出
会ってから 3 日目なのに、〇〇ちゃん（他参加者）とか自分について見つめ
ながら泣きながら自分の昔について語ってくれて」という語りが代表的であ
る。参加者目線で見ると、自分のあまり話したことのない話を聴いてもらえ
ることにより信頼関係が生まれ、存在肯定感や居場所性が獲得されていると
いえる。また、昼間、参加者はスタッフと同じ空間にいることで自然に話す
時間が多い。2022 年 3 月末時点での気仙沼市ふるさとワーホリのスタッフ
6 名は、21~29 歳であり、全員が気仙沼市での複数回の滞在経験後の UI ター
ン者で構成される。再訪型関係人口は、スタッフが経験・知見をもとに悩み
を聞いてくれることを報告しており、地方との関わり方やキャリアを考える
上で、スタッフを理知的な先輩的存在と捉えている。また、そのスタッフの
参加者と本気で向き合う姿勢が参加者にとって自分の本心を隠さず開示でき
た経験に繋がっている。こういった場をおらいや架け橋内の各所に設置する
ことを目的として大空間ではなく、数人が集って話せる空間構成にしている。

1.2.2.5．おわりに
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　本研究では、今後、全国に拡大していくであろうふるさとワーホリにおけ
る再訪型関係人口の創出に寄与する空間体験の要因を明らかにしてきた。そ
の中で、関係人口創出の糸口である再訪行動を起こすために必要な要因の特
徴について得られた知見を以下に表す。
1) 参加者がふるさとワーホリ参加後に再訪型関係人口となるには、滞
在先での豊かな経験が重要である。実際、アクションを実行する以前の
2021~2022 年度の再訪率は 27.7％（再訪者 53 名 / 参加者 191 名）だったが、
2023 年度におらいに滞在した参加者 39 名のうち、25 名が再訪予定（再訪率：
64.1%）である。コーディネーターや滞在先常駐者含む先輩移住者や地元市
民と寝食や語りを伴う空間体験をする中で、自然な自己開示を促すスタッフ
の存在によって、自らにとって初の発見や肯定感を得たり、理想の暮らしを
垣間見たりすることができている。
2) 参加者が実際に再訪行動を起こす際、スタッフとの関係が大きな要因とな
る。当事者となるスタッフが、関係人口となる要因を理論的に理解し、地域
で活躍するチャレンジャーとして参加者に真摯に向き合うことのできる場が
準備されていること、また、参加後も継続した繋がりを保持することで安心
感を感じてもらうことが再訪行動に繋がっている。
他方で本研究より示唆される課題もある。現在参加者が再訪要因として価値
を抱いている人間関係や空間は決して地域に永劫存在し続ける訳ではない点
である。そもそも常駐スタッフも自らの人生を生き続けるアクターであるた
め、ライフイベントによって地域を離れることも想定されるし、またゲスト
ハウスやシェアハウスも経営的課題や災害等のやむを得ない事由に直面した
際には閉鎖することも考えられる。地域内の人や滞在先などの “ ヒト ” や “ モ
ノ ” がその地域から損なわれた際も、再訪の価値が残るかについては今後の
重要な研究課題である。
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1) 安藤慎悟 , ゴルブチェンコ スタニスラワ , 久米山幹太 , 谷口守（2022 年）, 

「中央省庁による関係人口創出施策の動向」, 都市計画報告集 Vol. 21 No. 2, 
pp. 204-211
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56-63
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人口の創出について」, 地方自治 , 地方自治体制度研究会 No. 851, pp. 52-63
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6) 大谷尚（2008 年）， 「４ステップコーディングによる質的データ分析手法
SCAT の提案－着手しやすく小規模データにも適用可能な理論化の手続き－」, 
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44
7) 大谷尚（2011 年）, 「SCAT: Steps for Coding and Theorization - 明示的手
続きで着手しやすく小規模データに適用可能な質的データ分析手法 -」, 感性
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工学 Vol. 10 No. 3, pp. 155-160
8) 真野洋介 , 片岡八重子（2017 年）, 「まちのゲストハウス考」, 学芸出版社 
pp. 170-176
9) 立山善康 , 中野啓明 , 伊藤博美（2023 年）, 「ケアリングの視座」, 晃洋書
房 pp. 68-78
10) 土井杏奈 , 真野洋介（2022 年）, 「東日本大震災の津波被災地域における
震災復興で生じた商店街の新しい役割についての研究 - 宮城県石巻市と気仙
沼市の中心市街地における既存商店街の集積地を対象として -」, 都市計画学
論文集 Vol. 57 No. 3, pp. 1186-1193 
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要 Vol. 11, pp. 15-32

1.2.3 コレクティブインパクトに関する研究
研究結果を以下の通り投稿した。報告書作成時点において公開されていない
ため詳細は控えさせて頂く。

【タイトル】
地方におけるコレクティブ・インパクトを用いた政策形成の可能性
――けせんぬま子育てコレクティブインパクトプラットフォーム “ コソダテ
ノミカタ ” を事例として 

【著者】
田中 惇敏、鵜飼修

【投稿先学会】
地域デザイン学会誌 23 号

【要約】
近年日本において官民連携による政策推進では、公民が連携して公共サービ
スの提供を行うスキームであるパブリック・プライベート・パートナーシッ
プ（PPP） 、その代表的な手法のプライベート・ファイナンス・イニシアティ
ブ（PFI）や市民の参画による「協働」が実践されている。特に市民との「協
働」の推進は、地方自治体において条例が制定されるなど、定式化しつつあ
る。しかしながら、その実態は、例えば、会議における市民代表者の意見聴取、
既存の民間活動への行政支援など、シビックプライドを醸成する戦略的な政
策決定のプロセスとはなり得ていない。
そこで、本稿ではコレクティブ・インパクト ( 以下見出し、固有名詞、引用
を除き CI とする ) の手法に着目し、地域における CI を用いた政策形成の可
能性ついて論じる。CI は 2011 年にカニア（Kania）らが提唱したコレクティ
ブ ( 集合的 ) な主体による課題解決手法であり、2023 年現在でも逐次 CI
フォーラムが開催され、様々な社会課題解決への適用が議論・実践されてい
る。
日本においても CI の実践はいくつかの事例・先行研究があるが、地方におけ
る CI を用いた政策形成の可能性について論じたものはない。本稿では、まず、
CI の基本的な概念と日本においての実践事例や先行研究から、地方における
CI を用いた政策立案の可能性について仮説を設定し、具体的な実践事例にお
いてケーススタディを行い、関与する行政職員を含む関係主体の実態を明ら



p. 15

かにする。その実態をふまえ、地域デザイン学会で提示されている ZTCA デ
ザインモデルをベースに考察を行うことで、より実践的な政策形成の可能性
を提示する。具体的な実践事例は、自らの活動を CI と謳っている「けせん
ぬま子育てコレクティブインパクトプラットフォーム “ コソダテノミカタ ”」
を対象とした。

1.2.4 シティプロモーションに関する研究
【背景整理】
　近日、子どもを産む中心世代の若い女性の将来人口をもとに議論される消
滅可能性自治体がホットワードとなっている。人口戦略会議の指摘を真摯に
受け止めることも重要であるが、市長の「国内トップレベルの施策を展開」、
我々の「企業と市民の意識改革、実践」、政府の「大胆な地方創生戦略の拡大」
があれば、2050 年に希望を抱くこともできると考えている。（「」内は令和
6 年 4 月 26 日付三陸新報の市長コメント）
国の子育て支援施策に目を当てると、こども家庭庁の子ども誰でも通園制度
をはじめとし、昨今、子どもを幼少期から預け、母親が休息・社会活躍する
ことを是とする論調が増えてきた。山口（2021）は、子育て支援政策の実
証研究から「出生率向上において現金給付より現物給付（保育所整備）の方
が 5 倍以上コストパフォーマンスが高い」「0 〜 2 歳児への保育・幼児教育
の機会拡大は、子どもの言語能力・非認知能力の発達促進、母親の「しつけ
の質」の改善・子育てストレス減少、社会の将来財政支出減・出生率改善」
の因果関係を明らかにした。
　気仙沼市は、市内の子育て環境改善のため、ふるさと納税を活用した「人
口減少対策パッケージ」（令和５年１月４日公表）の一環として、所得制限
なしの「第二子以降の保育料無償化」を打ち出した。今年度より、全ての認
可外保育施設（就労制限なし）も第二子以降の保育料無償化の対象としてい
る。今後は、0~2 歳の第一子の無償化を検討しているが、現時点で同様の施
策を行なえているのは、山梨県南アルプス市・宮崎県都城市などごく少数で
あり、「所得・年齢・第一子でもよい・就労有無に制限なく、無償で預ける
ことができる」自治体となれば、市の移住促進にとって大きなインサイトを
うむことになることが想定される。合わせて、市独自の「子育てコレクティ
ブインパクト」※の動きを広めることができれば、全国の子育て世代には有
逸無二の価値を提案できる。
※ここでは、コソダテノミカタではなく、市・各子育て団体・認証店参画企業・
子育て当事者（タウン mtg）を含めた市内の子育て環境をアクター全員で改
善しようとする動き全体を指す。

【良いものをつくる＋届ける＝価値】
　上述の通り、すでに気仙沼市では他自治体に比べ、独自の子育て支援政策
があり、一子育て当事者としても子育てのしやすさを感じている。一方、こ
れらの情報がまとまって分かる Web サイトはなく、市内外の子育て世代に
届いているとは言い難い。昨年 7 〜 8 月、市とコソダテノミカタが共同で行っ
た気仙沼の子育て当事者 173 名に対する調査結果では、子育て制度の利用率
76.3% と低迷し、また、子育て支援施設全体の利用率 68.0% に比較して、過
去 10 年に整備された支援施設は 18.5％だった。詳しく分析していくと、同
調査の施設に対する感想自由記述を3ファクターに分別した場合、評価：批判：
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意見＝ 51:13:109 となっていた。つまり、新たにできた施設・制度の認知度
が低く、その結果、情報の届き方によって子育てのしやすさの認知に差が生
まれてしまっていることが課題となっている。情報獲得の得意不得意によっ
て受援に格差が出ていることも課題だが、移住施策につながっていないこと
も機会損失と言える。

【参考文献】
・三陸新報（2024）令和 6 年 4 月 26 日付朝刊一面
・山口慎太郎（2021）『子育て支援の経済学』、日本評論社
・気仙沼市（2023）令和 5 年 1 月 4 日付プレスリリース
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s002/020/030/050/010/130/10/2
0230104kikakuka2.pdf
・河井 孝仁 (2020)『「関係人口」創出で地域経済をうるおすシティプロモー
ション 2.0―まちづくり参画への「意欲」を高めるためには―』、第一法規
・大谷奈緒子・山下信 (2012)『ラジオの多様化と将来的展望』。東洋大学社
会学部紀要、第 88 集 (vo.l49，no . 1)
・南田勝也（2008）「音声メディア－ラジオとユース・カルチャー」橋元良明『メ
ディア・コミュニケーション学』大修館書店
・島崎哲彦（2009）「放送メディアの特性と社会的機能」島崎哲彦・池田正之・
米倉律『放送論』学文社

1.2.5 パターン・ランゲージを活用した「気仙沼市におけるまちのイメージ
更新」の実践研究
慶應義塾大学井庭崇研究会、一般財団法人 SFC フォーラムとの共同研究とし
て進めた。報告書作成時点において公開されていないため詳細は控えさせて
頂く。

【要約】
本研究では、宮城県気仙沼市のまち全体のイメージを 3.11 の被災地から一
新する実践を通して、創造社会におけるマーケティングの担い手を育成する
方法論を確立することを目指す。現在、気仙沼市では行政、民間、非営利セ
クターが人口減少という課題を乗り越えようと画策し、その成果も現れてき
つつある。一方、気仙沼市の住みよいまちや子育てに資するイメージの全国
的な社会的認知度は低い。そのため、パターン・ランゲージを活用して、市
民一人ひとりが地域ブランティングについて考え実践していくことを促す。
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2. ソーシャルアントレプレナーが集う場の運営支援事業
　本事業では、全国での活動支援するにあたり、経験を貯蓄し続けること、
つまり私たち自身もソーシャルアントレプレナーであり続けることが大事で
あると感じており、「気仙沼ゲストハウス ” 架け橋 ”」を運営している。

 2.1 気仙沼市ふるさとワーキングホリデー
　2021 度から総務省・気仙沼市・市内の企業と連携した「気仙沼市ふるさ
とワーキングホリデー事業」を運営している。

2.1.1 プログラム実施概要・実施実績
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2.1.2 申込状況
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2.1.3 参加者からの声と参加後の動向



p. 31



p. 32



p. 33



p. 34



p. 35

2.1.4 企業連携

2.1.5 三年間の総括
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3. ソーシャルアントレプレナーの資金調達支援事業	
 3.1 みんなのたんす
Makuake で資金調達を行った。81 名の方より 688,000 円をご支援いただき、
プロジェクトが進行している。
詳細は以下のリンクの通り。　
https://www.makuake.com/project/wakuwaku_kesennuma/

4. 地域で活動するソーシャルアントレプレナーに係る情報発信事業	
　本事業では、情報を取りまとめ発信することでソーシャルアントレプレ
ナーを支援している。
 4.1 講演活動
 2023 年度は以下の通り、11 本の講演（オンライン含む）を行った。
　日にち　　 　　場所　　　　　　　 　　内容　　           　概算参加人数
5 月 23 日　九段下 and オンライン　　政策デザイン　　　　　　2,300 人
8 月 23 日　　　架け橋　　　　　　　市インターン　　　　　　　　 5 人
9 月 25 日　       市役所　                       総務省視察                             　5 人
10 月 13 日　  オンライン                    　にかほ市　                               6 人
12 月 6 日　      架け橋　                          カネダイ　                              4 人
1 月 5 日　   滋賀県立大学                    イノベーション特論                  30 人              　  

#ResearchConf 2023 レポート
https://note.com/researchconf/n/n378f0d9d8cef
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4.2 関係人口再考 - 令和 5 年度 気仙沼市ふるさとワーキングホリデー事業報
告会 -

4.2.1. 開催趣旨　
本企画は、気仙沼市ふるさとワーキングホリデーの関係者に経験を発表して
頂き、ふるさとワーキングホリデーの実態を捉えると共に更なる広がりに繋
げることを目的とする。
本報告会は、二部構成とし、第一部では、気仙沼ふるさとワーホリを通した
移住者、過去の参加者、受け入れ企業の皆様といった当事者による報告や発
表を行う。第二部では、気仙沼市独自の取り組みとなる「研究ワーホリ」参
加者による合同研究発表を行うことで、市内の課題について会場全体で考え
ていくと共に、地域再生の一端を担う理論的な解決策を導き出していく。

4.2.2. 実施日と開催場所
2024 年３月 8 日（金）14 時 30 分〜 18 時 00 分
会場：まち・ひと・しごと交流プラザ 軽運動場

4.2.3. 報告会内容
以下の通り、2 部制での開催とする。　
■冒頭挨拶（気仙沼市 菅原市長、総務省地域自立応援課 椋田企画官）
■第一部（14:40~16:05）
・【15 分】ふるさとワーキングホリデーと地域再生 - 気仙沼での過去三年間
実例から -
・【20 分】私と気仙沼と地域 - 過去参加者の声 -
・【20 分】気仙沼と私と移住 - ワーホリからの移住者の声 -
・【20 分】地域から見たふるさとワーキングホリデー - 受入企業の声 -
・【  5 分】講評：椋田 那津希 企画官（総務省地域自立応援課 ）
■休憩 & 名刺・意見交換会 & 感想共有ブース（16:05~16:20）
■第二部（16:20~18:00）
・【20 分】東日本大震災における災害の伝承に関する研究 - 語り部自身の “ 語
り ” の変遷に
　　着目して -（オンライン）
・ 【20 分】気仙沼市における 漁業就業者数の減少要因とその対策（オンライ
ン）
・ 【  5 分】講評：椋田 那津希 企画官（総務省地域自立応援課 ）
・ 【20 分】ほやパパ〜パパが地域での子育てを継続的に行いやすくなるため
の提案〜
・ 【20 分】気仙沼で、今を生きる - ふるさとワーキングホリデーを介した移
住者をめぐる研究 -
・ 【  5 分】総括：菅原茂市長（気仙沼市）
■主催者による取材対応・質疑応答（18:00~18:30）

4.2.4. 成果
84 名（うちオンライン 15 名）の参加
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5. ソーシャルアントレプレナーの育成及び事業促進の教育支援事業
本事業では、事業運営団体に実際に所属し、教育的な視座からソーシャルア
ントレプレナーを支援している。
5.1 錦江町ゲストハウス Yorodde
今年度も錦江町ゲストハウス Yorodde を運営する株式会社燈の株主として弊
法人が関わり、弊法人代表理事の田中惇敏が取締役として取締役会に定期的
に参加した。
5.2 愛媛県伊予市ふるさとワーキングホリデー
伊予市地域おこし協力隊の上田沙耶氏をはじめとした伊予市の関係者の方と
ふるさとワーキングホリデーの政策提案を行った。結果として、令和 6 年度
より「ふるさとワーキングホリデー社会実験業務」が開始され、弊法人がサ
ポートし続ける予定となっている。

6. 運営組織
　以下の通り、役員の役職と所属をまとめ、従業員の名簿をまとめる。
代表理事：田中 惇敏（慶應義塾大学 SFC 後期博士課程）
副代表理事：半沢 裕子（一般社団法人おりがみ代表理事）
理事： 喜多 恒介（株式会社キタイエ代表取締役）
　　　小出 悟（元 みしおね横丁 ワルンマハール店長）
　　　川嶋 奎（元 地域おこし協力隊　PADI ダイビングインストラクター）
監事：谷川 徹（元 九州大学教授　e.lab 代表）	
従業員：高田美由紀、鈴木和海、竹中幸、坂根孝秀、今村ちひろ、佐藤慶治、
高野真理亜、建石大貴、田中彩夏（2024 年 3 月末現在）
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7.. 収支報告
 7.1 ２０２３年度活動計算書	

法⼈名：認定NPO法⼈Cloud JAPAN

（単位：円）

Ⅰ 経常収益
1. 受取会費

正会員受取会費 36,000
2. 受取寄附⾦

受取寄付⾦ 590,400
3. 受取助成⾦等

受取公的補助⾦ 1,005,688
受取⺠間助成⾦ 16,868,932 17,874,620

4. 事業収益
⾃主事業収益 7,976,010
受託事業収益 23,686,013 31,662,023

5. その他収益
受取利息 2,408

経常収益計 50,165,451
Ⅱ 経常費⽤

1. 事業費
(1)⼈件費

法定福利費 3,873,990
給与⼿当 14,536,502
⼈件費計 18,410,492

(2)その他経費
旅費交通費 3,348,411
⽔道光熱費 1,267,369
通信運搬費 789,612
消耗品費 1,464,637
修繕費 1,200
賃借料 350,000
業務委託費 4,011,959
謝⾦ 466,000
⽀払⼿数料 107,771
地代家賃 1,382,400
印刷製本費 7,590
租税公課 1,250
保険料 235,454
諸会費 49,000
売上原価 1,085,694
⽀払助成⾦ 14,068,392
衛⽣管理費 334,859
その他経費計 28,971,598

事業費計 47,382,090
2. 管理費

(1)⼈件費
給料⼿当 144,752
福利厚⽣費 9,720
⼈件費計 154,472

(2)その他経費
通信運搬費 136,003
消耗品費 65,954
業務委託費 33,000
⽀払⼿数料 6,625
地代家賃 726,410
その他経費計 967,992

管理費計 1,122,464
経常費⽤計 48,504,554

当期経常増減額 1,660,897
税引前当期正味財産増減額 1,660,897
法⼈税、住⺠税及び事業税 300,500
当期正味財産増減額 1,360,397
前期繰越正味財産額 1,026,474
次期繰越正味財産額 2,386,871

活動計算書
2023年4⽉1⽇〜2024年3⽉31⽇

科⽬ ⾦額
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3. その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

(1) 現物寄附の評価方法

現物寄附を受けた固定資産の評価方法は、固定資産税評価額に��ています。

科目

ソーシャル

アントレプ

レナーおよ

びその関係

者が集う場

づくり支援

事業

ソーシャル

アントレプ

レナーおよ

びその関係

者が集う場

運営事業

ソーシ

ャルア

ントレ

プレナ

ーの資

金調達

支援事

業

地域で活

動するソ

ーシャル

アントレ

プレナー

にかかわ

る情報発

信事業

ソーシャ

ルアント

レプレナ

ーおよび

その関係

者の育成

および事

業促進の

ための教

育支援事

業

事業部門合

計

管理部門 合計

(2)その他経費

福利
生費 0 0 0 0 0 0 0 0

旅費交通費 1,437,605 1,657,096 0 103,405 150,305 3,348,411 0 3,348,411

水道光熱費 846,445 420,924 0 0 0 1,267,369 0 1,267,369

通信運搬費 270,472 519,140 0 0 0 789,612 136,003 925,615

消耗品費 1,153,447 310,860 330 0 0 1,464,637 65,954 1,530,591

修繕費 0 1,200 0 0 0 1,200 0 1,200

賃借料 0 350,000 0 0 0 350,000 0 350,000

業務委託費 2,484,452 1,527,507 0 0 0 4,011,959 33,000 4,044,959

謝金 336,000 130,000 0 0 0 466,000 0 466,000

支払手数料 48,499 59,272 0 0 0 107,771 6,625 114,396

地代家賃 1,020,000 362,400 0 0 0 1,382,400 726,410 2,108,810

印刷製本費 0 7,590 0 0 0 7,590 0 7,590

租税公課 1,050 200 0 0 0 1,250 0 1,250

保険料 74,485 160,969 0 0 0 235,454 0 235,454

諸会費 31,000 18,000 0 0 0 49,000 0 49,000

売上原価 1,047 1,084,647 0 0 0 1,085,694 0 1,085,694

支払助成金 14,068,392 0 0 0 0 14,068,392 0 14,068,392

衛生管理費 154,218 180,641 0 0 0 334,859 0 334,859

受�公的補助

金

0 0 0 0 0 0 0 0

その他経費計 21,927,112 6,790,446 330 103,405 150,305 28,971,598 967,992 29,939,590

経常費用計 21,927,112 25,200,938 330 103,405 150,305 47,382,090 1,122,464 48,504,554

当期経常増減額 -3,818,484 4,518,601 550,070 1,625,095 -150,305 2,724,977 -1,064,080 1,660,897

      7.2 事業別損益の状況

財務諸表の注記

1. 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっていま

す。

(1) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

(2) 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サー

ビスの受入の内訳」に記載しています。

(3) ボランティアによる役務の提供

ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記

しています。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2. 事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

(単位：円)

科目

ソーシャル

アントレプ

レナーおよ

びその関係

者が集う場

づくり支援

事業

ソーシャル

アントレプ

レナーおよ

びその関係

者が集う場

運営事業

ソーシ

ャルア

ントレ

プレナ

ーの資

金調達

支援事

業

地域で活

動するソ

ーシャル

アントレ

プレナー

にかかわ

る情報発

信事業

ソーシャ

ルアント

レプレナ

ーおよび

その関係

者の育成

および事

業促進の

ための教

育支援事

業

事業部門合

計

管理部門 合計

I
経常収益

1.
受�会費 0 0 0 0 0 0 36,000 36,000

2.
受�寄附金 0 20,000 550,400 0 0 570,400 20,000 590,400

3.
受��成金等 16,863,604 1,011,016 0 0 0 17,874,620 0 17,874,620

4.
事業収益 1,245,000 28,688,523 0 1,728,500 0 31,662,023 0 31,662,023

5.
その他収益 24 0 0 0 0 24 2,384 2,408

経常収益計 18,108,628 29,719,539 550,400 1,728,500 0 50,107,067 58,384 50,165,451

Ⅱ
経常費用

(1)人件費

法定福利費 0 3,873,990 0 0 0 3,873,990 0 3,873,990

給与手当 0 14,536,502 0 0 0 14,536,502 0 14,536,502

給料手当 0 0 0 0 0 0 144,752 144,752

福利
生費 0 0 0 0 0 0 9,720 9,720

人件費計

0 18,410,492 0 0 0 18,410,492 154,472 18,564,964
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8. 終わりに	

ボランティアという関係人口

震災から 13 年を迎える 2024 年 3 月 11 日。今年は、娘が保育園に行って
いたので久しぶりに敷地から出て、お伊勢浜の海まで祈りに行くことができ
ました。
14 時 46 分を告げるサイレンが鳴っても、変わらない海のうねり。
波の音を耳に聴きながら、非日常を扱うワーホリ事務局の一員として、気仙
沼に住む移住者として、日常の尊さを感じたところです。
毎日が無事に続くことに感謝し、大切な人たちが近くにいてくれていること
に感謝し、学びのある環境に感謝して、生きていきたいと思いました。
帰って Facebook を見ると、震災当時からのボランティア仲間達がこの地に
想いを馳せてくれている投稿をたくさん拝見できました。
そのときに思ったのは、やっぱりボランティアは関係人口だったんだなあと
いうこと。
2011 年当時は関係人口という言葉はありませんでしたが、私たちボランティ
ア派遣団体が大事にしていたことを現在の関係人口研究者が綴ってくれてい
ます。
先日開催した関係人口再考をテーマにした報告会には 84 名の皆様、11 自治
体の皆様がご参加くださいました。
気仙沼で 13 年前から続いている関係人口（＝ボランティア）創出のノウハ
ウが、今後の他地域の再生に寄与できると心から嬉しく思います。
逆説的にいうと、発災後のボランティア受け入れの際、最初から関係人口と
して捉える受け入れが大事だとなります。
都市計画学会東北支部大会にて関係人口について議論させてもらいました
が、ボランティア受入がうまくいっていない能登の被災地でも一層私たちが
活動していく必要を感じました。
能登においても復興の先を見据えた、息の長い支援をすることが私たちの使
命だと思っております。

震災から 14 年目の気仙沼、震災から３ヶ月目の能登。
どちらもまだまだ皆様の力が必要です。
私は、娘の生まれた町（つまり出生地として死ぬまで戸籍から消せない）と
なった気仙沼、これまで 13 年間の学びを活かせる能登をはじめとする全国
の地方のために全力です。
活動にあたっては、皆様にご協力いただくことも多くあると思いますので引
き続きよろしくお願い申し上げます。


